
報告第５号 

 

 

 

   専決処分した事件の報告及び承認について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ 

り、次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承 

認を求める。 

 

 

  平成１９年６月１５日 

 

            提出者 足立区長  鈴 木 恒 年 

 



  専決処分書 

 

 足立区特別区税条例の一部を改正する条例について、地方自治法第１

７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

 

  平成１９年３月３０日 

 

                足立区長  鈴 木 恒 年 

 



 足立区特別区税条例の一部を改正する条例を公布する。 

  平成１９年３月３０日 

                足立区長  鈴 木 恒 年 

足立区条例第３８号 

 

   足立区特別区税条例の一部を改正する条例 

 足立区特別区税条例（昭和３９年足立区条例第５９号）の一部を次の

ように改正する。 

 第５０条中「３，０６４円」を「３，２９８円」に改める。 

 付則第６条の２第１項を削り、同条第２項中「平成１８年７月１日以

後に売渡し等が行われた」及び「及び前項」を削り、同項を同条第１項

とし、同条第３項を同条第２項とする。 

 付則第１１条第３項中「第３６条の５から第３７条まで」を「第３６

条の５、第３７条」に改める。 

 付則第１３条の２第１項中「証券取引法（昭和２３年法律第２５号）

第２条第２０項に規定する有価証券先物取引」を「金融商品取引法（昭

和２３年法律第２５号）第２８条第８項第３号イに掲げる取引」に改め

る。 

 付則第１３条の３中「平成２０年度」を「平成２１年度」に改める。 

付則第１４条第７項中「平成１９年３月３１日」を「平成２１年３月

３１日」に改める。 

 付則第１４条の４の次に次の１条を加える。 

 （保険料に係る個人の区民税の課税の特例） 

第１４条の５ 所得割の納税義務者が支払つた又は控除される保険料

（租税条約実施特例法第５条の２第１項に規定する保険料をいう。）

については、法第３１４条の２第１項第３号に規定する社会保険料と

みなして、この条例の規定を適用する。 

２ 第２３条第４項の規定は、前項の納税義務者（同条第１項又は第３



項の規定によつて同条第１項の申告書を提出する義務を有する者を除

く。）が前項の規定により適用されるこの条例の規定により社会保険

料控除額の控除を受けようとする場合について準用する。この場合に

おいて、同条第４項中「医療費控除額」とあるのは、「医療費控除額、

社会保険料控除額」と読み替えるものとする。 

   付 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成１９年４月１日から施行する。ただし、次の

各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 （１） 付則第１１条第３項の改正規定 平成２０年４月１日 

 （２） 付則第１３条の２第１項の改正規定 証券取引法等の一部を

改正する法律（平成１８年法律第６５号）の施行の日 

 （経過措置） 

第２条 この条例による改正後の足立区特別区税条例付則第１４条の５ 

第１項の規定は、同項に規定する所得割の納税義務者が平成１９年４

月１日以後に支払う又は控除される同項に規定する保険料について適

用する。 


